福島県森林整備担い手対策基金事業
（林業新規就業支援事業）実施に関する内規
公益社団法人　福島県森林・林業・緑化協会
　公益社団法人福島県森林・林業・緑化協会（福島県林業労働力確保支援センター）（以下「労確センター」という）は、福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）の実施に当たり、福島県森林整備担い手対策基金事
業補助金交付要綱（最終改正：平成２８年４月１日付け２７森第３６５５号）福島県森林整備担い手対策基金事業実施要領（最終改正：平成２８年４月１日付け２７森第３６５５号）に定めるもののほか、この内規によるものとする。

第１　目的
　若者等の新規就業者に対する技能講習等の受講や林業事業体等（以下「事業体」という。）による現地研修（OJT研修）を支援することにより森林整備担い手の確保・育成を図る。
第２　事業の内容

１　技能講習等
　　新規就業者の定着を図るため、事業体が林業労働安全に係る技能講習等を
新規就業者等に受講させた場合、技能講習等の受講に要する経費を助成する。
（１）研修対象者

　　　次の要件を全て満たす者  
  　　 ア　国の緑の雇用事業の未受講者等で、過去の林業での就業経験が通算５年未満であること。

　　　イ　過去に同じ講習を受けていないこと。（講習の再受講は対象外）
　　ウ　研修終了時に満６０歳未満であること。
      エ　今後も林業に従事し、森林整備の担い手となる意思があること。
（２）研修内容

安全講習等
ア　別表１に揚げる技能講習等
別表１（技能講習等）
	　　　１　普通救命講習
２　刈払機取扱作業者に対する安全衛生教育
３　荷役運搬機械等によるはい作業従事者に対する安全教育
　　　４　伐木等の業務に係る特別教育（安全衛生特別教育規程第１０条　　関連）
　　　５　機械集材装置の運転の業務に係る特別教育（安全衛生特別教育規程第９条関連）

　　　６　ショベルローダー等の運転に係る特別教育（安全衛生特別教育規程第７条の２関連）
　　　７　走行集材機械の運転業務に係る特別教育（安全衛生特別教育規程第８条の３関連）
　　　８　伐木等機械の運転業務に係る特別教育（安全衛生特別教育規程第　８条の２関連）
　　　９　簡易架線集材装置等の運転業務に係る特別教育（安全衛生特別教育規程第９条の２関連）
　　１０　小型車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）の運転の業務に係る特別教育（安全衛生特別教育規程第１１条関連）
　　１１　車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）運転技能講習
　　１２　不整地運搬車運転技能講習
　　１３　小型移動式クレーン運転技能講習
　　１４　玉掛技能講習
　　１５　造林作業の作業指揮者安全衛生教育
　　１６　はい作業主任者技能講習
　　１７　地山の掘削及び土止め支保工作業主任者技能講習
　　１８　安全衛生推進者養成講習


（３）対象となる経費

ア　講習受講料（テキスト代を含む。）

　　イ　旅費

　　　　宿泊費、車賃及び交通費とし、下記３項目を上限として、事業体が　　負担した金額とする。

· 宿泊費　一泊につき5,000円

· 車　賃　1キロメートルにつき30円

· 交通費　実費とする。ただし、公共交通機関の利用料（高速料金

も含む）等については、領収書を添付すること。

　　　　ただし、１人あたりの経費は、年間50,000円を上限とする。
２　現地研修事業
　事業体が就業者を対象に森林整備作業等に関する知識・技術の習得のため
実践的な研修（現地研修）を実施する費用の一部を助成する。
（１）対象となる事業体

次の要件を全て満たすものとする。

　ア　雇用契約書（労働条件通知書等）、賃金台帳、出勤簿等の関係書類が整備されていること。
　イ　労災保険を適用していること。
　ウ　賃金を月給制（日給月給制を含む）で支払うこと。
（２）研修対象者

次の要件を全て満たす者。
　　　ア　過去に林業での就業経験が通算２年以内であること。
　　　イ　事業実施年の４月１日以降に事業体に採用されていること。
　　　ウ　研修終了時に満６０歳未満であること。
　　　エ　今後も林業に従事し、森林整備の担い手となる意思があること。
　　　オ　労災保険の被保険者であること。
　　　カ　フォレストワーカー研修生（１年目）においては、「緑の雇用」現場技能者育成対策事業実施期間中ではないこと。
　キ　過去に林業新規就業支援事業により現地研修を受講していないこと。
（３）助成額の算定の基礎となる期間

　　　ア　事業体に対しての助成期間は、６ヶ月以内とする。
　　　イ　１ヶ月のうち１０日以上研修を実施した場合、助成の対象とする。
ただし、気象条件等やむを得ない理由で１０日に満たない場合は、この
限りでない。
　　　ウ　病気等でやむを得ず退職した場合にあっては、退職した前日までの経費（１０日に満たない場合も含む。）を補助の対象とする。
ただし、事業主の都合により解雇した場合は、助成の対象外とする。

（４）対象となる経費

助成期間中、研修対象者に林業就業に必要な技術・技能を体験・習得さ
せるための経費として、研修生一人あたり１日4,500円を支給する。
ただし、月の支給額計が90,000円を超える場合は、90,000円を上限と
する。
第３　事業の実施

Ⅰ　技能講習等
１　事業計画書の提出
　　事業体は、福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）計画申請書（様式１・２－１、２－２）に研修申込書（様式４）及び雇用契約書（写し）を添付し労確センターに提出する。
２　事業計画の承認

　　労確センターは、提出された事業計画を審査し、適当と認めたときは、事業体に通知する。
３　事業の実施
ア  事業計画の承認を受けた事業体は、技能講習等参加申込書（申し込みは各講習機関が定める様式による。）を労確センター経由で各講習機関に提出する。
イ　労確センターは、前項１（１）の条件に照合し、支障がないと認められる場合は、特に通知することなく受講を認める。
　　　ただし、支障があると認められた時は、研修の中止指示をすることができる。
４　実績報告

　　事業体は、技能講習等を終了した場合は福島県森林整備担い手対策基金
事業（林業新規就業支援事業）実績報告書（様式５・６－１、６－２）及び福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）助成金交付申請書（様式８）を労確センターに提出する。

５　交付

　　労確センターは、事業内容等要件に適合すると認めたときは、助成金を交
付する。

Ⅱ　現地研修事業

１　事業計画書の提出

　　事業体は、研修対象者採用後にしたら随時福島県森林整備担い手対策基金
事業（林業新規就業支援事業）計画承認申請書（様式１・３）に研修申込書
（様式４）及び雇用契約書（写し）を添付し労確センターに提出する。
　　
２　事業計画の承認

　　労確センターは、提出された事業計画を審査し、適当と認めたときは、事
業体に通知する。

　　
３　事業計画の変更
　　事業体は、研修対象者に退職・解雇等変更があった場合は、福島県森林整
備担い手対策基金事業(林業新規就業支援事業)事業計画変更届（様式９）を
労確センターに提出する。
４　実績報告

　　事業体は、現地研修を終了後福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新
規就業支援事業）実績報告書（様式５・７）に、研修記録簿及び研修状況写
真等を添付し労確センターに提出する。
５　助成金交付請求書

　　事業体は、助成事業が完了した場合は、実績報告書に併せて福島県森林整
備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）助成金交付請求書（様式８）
を労確センターに提出する。
６　交付

　　労確センターは、事業内容等要件に適合すると認めたときは、助成金を交
付する。

附則
この内規は、平成２６年８月８日より施行し、平成２６年度分の事業から適用する。
附則

この内規は、平成２７年７月１日より施行し、平成２７年度分の事業から適用する。
附則

この内規は、平成２８年５月１０日より施行し、平成２８年度の事業から適用する。

○福島県森林整備担い手対策基金事業事務の流れ
　技能講習等
　　　１．事業の申請
	事業計画承認申請書（様式１・２－１、２－２）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支援センターへ提出）
　　　２．事業の承認
	事業計画の承認


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支援センターからの通知）

　　　３．安全教育等の受講申請
	支援センターを経由し

技能講習等受講機関へ申請
（講習機関の様式）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各講習機関へ提出）
　　　４．事業の実施
	技能講習等の受講


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各講習機関で受講）

　　　５．事業が終了したら

	事業実績報告書（様式５・６－１、６－２）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（技能講習等終了後）
６．事業費の請求

	請求書（様式８）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実績報告書と同時に提出）
○福島県森林整備担い手対策基金事業事務の流れ

　現地研修（OJT研修）
１．事業の申請
	事業計画承認申請書（様式１・３）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（研修生を採用したら随時申請を行う。）
２．事業の承認

	決定通知書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支援センターから通知）

３．事業の変更
	事業計画変更届（様式９）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※退職・解雇等による変更があった場合

　　　４．事業が終了したら

	実績報告書（様式５・７）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業が終了したら
　　　５．事業費の請求

	請求書（様式８）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実績報告書と同時に
（様式１）

　　　　　　　　　　　　　　発信番号

平成　　年　　月　　日

公益社団法人　福島県森林・林業・緑化協会長　様

住　　所

事業体名

代表者名　　　　　　　　　　　印

福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）
計画承認申請書

　平成　　年度において、福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）の承認を受けたいので申請します。

（様式２－１）
福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）事業計画書

　技能講習等

研修生名簿　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日現在
	番号
	氏名（フリガナ）
	性別
	年齢
	生年月日
	採用年月日
	就業経験

年　　数

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	


（注）就業経験及び雇用形態が確認できる書類（履歴書、雇用契約書等）を　　　添付すること。

（様式２－２）

技能講習等受講申込一覧表

受講希望講習名

	番　号
	研修生氏名
	技　能　講　習　等

	
	
	普通救命講習
	刈払機取扱作業従事者に対する安全教育
	荷役運搬機械等によるはい作業従事者に　対する安全教育
	伐木等の業務に係る特別教育
	機械集材装置の運転の業務に係る特別教育
	ショベルローダー等の運転に係る特別教育
	走行集材機械の運転の業務に係る特別教育
	伐木等機械の運転の業務に係る特別教育
	簡易架線集材装置等の運転の業務に係る　特別教育
	小型車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）の運転の業務に係る特別　教育
	車両系建設機械（整地・運搬・積込み用　　及び掘削用）運転技能講習
	不整地運搬車運転技能講習
	小型移動式クレーン運転技能講習
	玉掛技能講習
	造林作業の作業指揮者等安全衛生教育
	はい作業主任者技能講習
	地山の掘削及び土止め支保工作業主任者　技能教習
	安全衛生推進者養成講習

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※受講を希望する技能講習等に◎を記入願います。
（様式３）
福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）事業計画書
１　現地研修事業
（１）研修予定期間　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

（２）事業内容（○を付ける複数可）

　　　①地拵・植え付け　②下刈り　③蔓切り除伐　④枝打ち

	番号
	ふりがな

氏　　名
	性別
	年齢
	生年月日
	採用年月日
	研修開始年月日

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	


　　　⑤間伐　　⑥主伐　⑦広葉樹の伐採　　⑧その他
（３）研修生名簿
（注）雇用契約書（労働条件通知書等）の写しを添付すること。

（４）実施事業費　実人数×日数×4,500円

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　
（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　
合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円　

（様式４）

平成　　年　　月　　日

技能講習等・現地研修申込書

福島県林業労働力確保支援センター　御中

（公益社団法人　福島県森林・林業・緑化協会）

〔FAX送信先：024-521-3246〕

平成　　年　　月　　日から受講及び実施する技能講習等・現地研修下記のとおり申し込みます。

	受入先林業

事業体名・

代表者氏名
	

	所　在　地
	〒



	電　　　話
	　　　（　　　　）



	ふりがな

研修生氏名
	

	住　　　所
	〒



	電　　　話
	　　　（　　　　）

	前　　　職
	会社員・公務員・自営業・団体職員・無職

その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	性　　　別
	男　・　女

	生年月日
	昭和・平成　　　年　　月　　日生まれ　　年齢（　　）歳

	林業の経験
	　あり　・　なし

	備　　　考
	


※１　資格取得済のため技能講習等に参加しない場合は　　　で消してください。
※２　FAX受信したのち、確認のために電話させていただく場合がございます。電話番号は必ずご記入してください。

　　　なお、ご記入いただきました内容につきましては、個人情報保護のため当該事業以外の用務には使用いたしません。
（様式５）
　　　　　　　　　　　　　　　 発信番号

平成　　年　　月　　日

公益社団法人　福島県森林・林業・緑化協会長　様

　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　事業体名

　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　印
福島県森林整備担い手対策基金事業(林業新規就業支援事業)実績報告書

福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）技能講習等・現地研修事業を実施したので、別紙のとおり報告いたします。
（様式６－１）
福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）実績報告書

　技能講習等

研修生名簿

	番号
	氏名（フリガナ）
	性別
	年齢
	採用年月日
	受講年月日
	助成金

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（注）受講状況が確認できる書類（修了書等）を添付する。
（様式６－２）
林業新規就業支援事業　技能講習等　経費明細（欄が不足の場合は２枚使用する。）

	
	事業体名

	
	研修生氏名
	

	番号

	年月日

	講習名

	講習機関
	受講料
	テキスト代

	車賃等
	高速道路料金

	宿泊料

	合計


	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


※1受講料にテキスト代含む場合は、テキスト代の欄は空欄として下さい。
※２高速道路料金は添付した領収書の計を記載して下さい。
交通費の積算基礎
	番号
	車で移動した場合の車賃の料金算出基礎
	片道の距離
	回数
	総移動
距離
	単価
	車賃
	公共交通
機関


	車賃等金額計

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	


※車で移動した場合の車賃の料金算出基礎欄には、車で移動した経路を記載して下さい。（高速道路を利用した場合は、乗り降りしたインター名を必ず記載して下さい。）
※車での移動については、台数毎に精算して下さい。（複数の人数で移動した場合は、代表者にのみ計上して下さい。その車が会社の車でも個人の車でも該当します。）
※車と公共交通機関の両方を使用した場合は両方該当しますので、両方の金額を記載して下さい。
	番号
	公共交通機関を利用した場合の料金積算基礎
	鉄道を利用した場合

	バスを利用した場合


	合計

	
	
	片道の料金

	回数

	金額
	片道の料金
	回数
	金額
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	


　※１　公共交通機関を利用した場合の料金積算基礎には、利用した鉄道・バスの乗車及び降車した駅名（又はバス停名）を記載して下さい。
（様式７）

福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）実績報告書

１　現地研修事業

（１）研修期間　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

（２）事業内容（○を付ける複数可）

　　　①地拵・植え付け　②下刈り　③蔓切り除伐　④枝打ち

	番号
	ふりがな

氏　　名
	性別
	年齢
	生年月日
	採用年月日
	研修開始年月日

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	


　　　⑤間伐　　⑥主伐　⑦広葉樹の伐採　　⑧その他

（３）研修生名簿

（注）雇用契約書（労働条件通知書等）の写しを添付すること。

（４）実施事業費　実人数×日数×4,500円

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

（　　月）番号１　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号２　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号３　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号４　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　

番号５　　　　　　　　　　日×4,500円＝　　　　　　　円　
合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円　
別紙

平成　　年　　月分　　　　　研　修　記　録　簿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業体名

	区分
	日氏名　曜日　
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	23
	24
	25
	26
	27
	28
	29
	30
	31
	計
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 指導 員
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	研  修  生
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	機械
	ﾁｪｰﾝｿｰ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	刈払機
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	研　修　内　容
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	研　修　場　所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他特記事項
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	研　修　内　容
	1 　　　　　　　　　　②　　　　　　　　　　③　　　　　　　　　　④　　　　　　　　　　⑤

	研　修　場　所
	1 　　　　　　　　　　②　　　　　　　　　　③　　　　　　　　　　④　　　　　　　　　　⑤


※　研修内容：地拵え、植付、下刈、除伐、間伐等記入（例　①植付　②除伐等整理し、毎日①②で記入）

研修場所：①○○国有林地内　②○○民有林地内等に整理（例①○○国有林地内　②○○民有林地内毎日①②で記入）

（様式８）
　　　　　　　　　　　　　　 発信番号

平成　　年　　月　　日

公益社団法人　福島県森林・林業・緑化協会長　様

住　　所

事業体名

代表者名　　　　　　　　　印

福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）
助成金交付請求書

平成　　年　　月　　日付け２８福林協第　　　号で決定通知のあった福島県森林整備担い手対策基金事業（林業新規就業支援事業）助成金について、　　　金　　　　　　　円を交付してくださるよう請求します。
記

１　申請額内訳

	区　　分
	助成対象経費
	送金先口座

	技能講習等
	円
	金融機関名

支店名

預金種目

口座番号

フリガナ

氏名

	現地研修事業
	円
	

	合　　　計
	円
	


２　実施状況報告書

　　実施報告書のとおり
（様式９）
発信番号

平成　　年　　月　　日

公益社団法人　福島県森林・林業・緑化協会長　様

住　　所

事業体名

代表者名　　　　　　　　　　　　　印　　
福島県森林整備担い手対策基金事業(林業新規就業支援事業)事業計画変更届
現地研修事業

１.研修予定期間　　　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

２研修生名簿

	番号
	氏　　名
	性別
	年齢
	採用年月日
	研修
開始年月日
	離脱年月日
	離脱理由

	
	
	
	
	
	
	
	

	１
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	


（注）

（１）事業計画変更は、研修対象者の退職・解雇が発生した場合に報告してください。

（２）資格取得研修欄は受講したものに、○を記入。
（３）離脱理由   ①　賃金等就業条件　
②　通勤・住宅問題　
③　健康上の理由　
④　仕事がきつい　
⑤　年齢的に困難　
⑥　その他
⑦　事業体による解雇
等数字で記入してください。
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